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に聞く�
FFGのお取引先企業をご紹介します。�

株式会社 タカギ

代表取締役�城 寿雄氏

取引店 福岡銀行 北九州営業部

鳥越製粉 株式会社

代表取締役社長執行役員 鳥越 徹氏

取引店 福岡銀行 本店営業部

熊本ドック 株式会社

代表取締役社長 加藤 勝氏
取引店 熊本ファミリー銀行 八代支店

福岡銀行 熊本営業部

西部産業 株式会社

代表取締役 相良 紘一郎氏

取引店 親和銀行 本店営業部

頭取の企業訪問
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に聞く�

近所でも有名な発明少年からの出発
－私は、小さい頃から発明好きで、
勉強そっちのけで発明に没頭して
いました。いろんな発明展でたく
さんの賞を貰っていたことから、
近所でも有名な発明少年として新
聞記事にも取り上げてもらいました。
この発明好きが興じて、１９６０
年（昭和３５年）、２３歳の時に「ホー
ムゼネラルサービス」という社名
で便利屋を始め、テレビやラジオ
の修理から包丁研ぎまで何でも
やっていました。次第に注文も入
り始め、軌道に乗ってきたことか
ら、翌６１年（昭和３６年）に法人化
して、社名を「�城精機製作所」
に変更しました。
便利屋から始まった当社の転機
となったのは、「プラスチック容
器を作る金型」の注文を受けたこ
とでした。当時、九州には金型を
作る会社が無く、関西の会社に注
文しても１ヵ月かかる状況でした。
それならばと私が自作してみたと
ころ、非常に高い評価をお客様か
ら頂いたことから、金型事業を始
めることにしました。

金型業者からメーカーへ
－当時は九州に同業者も無く、競
争もありませんでした。やる以上

は本物の金型を作ることを決意し
ました。弟を東京へ修行に出し、
技術を習得させると同時に、腕の
良い職人を集め、家電用の金型も
作れるようになると、徐々に商売
も軌道に乗ってきました。工場も
段々と手狭になり、現在の本社が
ある場所（北九州市小倉南区石田
南）に土地を購入し、本社および
工場を移転しました。
その頃は下請け業務がメインで
したが、次第に自分のアイデアを
活用出来るメーカーになりたいと
の想いが強くなり、付加価値を付
けた商品の開発を行うようになり
ました。最初に開発したのは、灯
油ポンプとポリタンクを一体化し
て、灯油をタンクに入れやすくし
た「ポリカンポンプ（商品名）」で
す。当時のポンプの価格が１００円
程度だったのに対して、１，９８０円
という約２０倍の価格で販売しま
した。この商品は、灯油を入れる
際に手が汚れない等便利なことか
ら大ヒットとなり、製造が追いつ
かず私も工場に寝泊まりしながら、
フル稼働で製造する日々がしばら
く続きました。
７９年（昭和５４年）１１月、「株式会
社タカギ」を設立し、園芸散水・
家庭用品のメーカーとして新たな
スタートを切るとともに、以降も
アイデア商品（水の出方が５つに
変わる散水ノズル「ノズルファイ
ブ（商品名）」等）を開発していき、
それに連れて売上げも伸びていき
ました。

蛇口一体型浄水器の開発
－９４年（平成６年）に、殺菌セラ
ミックを使用した浄水器の特許は
取得していましたが、その頃の浄
水器といえば蛇口にネジで取り付
けるタイプが主流の為、ネジを緩
めれば、他社の浄水器に付け替え
ることが可能でした。
蛇口の取り合い競争を続けてい
ても仕方がないことから、その対
策を考え抜いた結果、シャワー水
栓のヘッド部分に浄水機能を組み
込み、蛇口と浄水器を一体化する
ことに行き着きました。９９年（平
成１１年）に開発された蛇口一体型
浄水器「みず工房（商品名）」は、
浄水流量が豊富、浄水でシャワー
が使える等これまでの浄水器の常
識を変える利便性を有すると同時
に、他社製品に変更するには蛇口
ごと取り替える必要があることか
ら、容易に変更しにくいという強
みもあります。
しかしながら、開発した当初は
マンション業者様にもなかなかご
理解頂けず、事業として確立する
には大変苦労しました。しかしな
がら、地道な営業活動の結果、次
第に当社製品を採用して頂けるよ
うになり、現在では新築マンショ
ンの約６０％で当社製品が採用さ
れるまでに至りました。
また、定期交換用のカートリッ
ジを直接お客様へお届けする登録
制のカスタマークラブや、年中無
休のコールセンターも準備してお
り、お客様へ万全のアフターサー

株式会社 タカギ
代表取締役

�城 寿雄氏
■創 業：１９６１年５月 ■設 立：１９７９年１１月
■所 在 地：北九州市小倉南区 ■資 本 金：４億９，８００万円
■従 業 員：５２６名
■事業内容：プラスチック家庭日用品、家庭用浄水器の開発、製造、

販売、緑化事業
■事業拠点：北九州市（本社・支店・営業所）、東京、大阪、福岡、

札幌（支店）、仙台、北関東、横浜、名古屋、広島、高松、
鹿児島（営業所）、タカギベトナム、�城精機（関連会社）
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ビスをご提供することが可能と
なっています。

人材育成について
－当社は人材育成に力を入れてお
り、年間で相当の時間と労力を研
修や教育に注ぎ込んでいます。研
修制度については、入社後の新入
社員研修はもちろん、幹部社員向
けの研修まで幅広く実施しており、
自己啓発等意欲を高めるような支
援体制も採用しています。
また、私自身も余裕が出来れば
大学に行って勉強したいと長年
願っていたその夢を達成すること
が出来ました。９１年（平成３年）、
５３歳で立教大学法学部へ入学し、
２００５年（平成１７年）には一橋大学
大学院で企業法務等を勉強しまし
た。学生と社長の兼務は大変でし
たが、社員全員が努力してくれた
こともあって、私が留守の間も会
社の業績を順調に伸ばすことが出
来ました。

楽しく働ける職場を目指して
－「皆が楽しく働ける職場を提供

する」これを当社の「会社設立の
目的」としています。楽しく仕事
が出来て働きやすい職場でなけれ
ば、結果はついてこないと思って
います。野球部、英会話等の部活
動や保養施設との提携、仕事と家
庭の両立を目指した育児休業や企
業保険の充実などにも取り組んで
います。
また、今年３月には、当社の浄
水器をご利用頂き、カスタマーク
ラブへご登録頂いているお客様が
５０万件を超えました。これもひ
とえにお客様本位での商品開発や
顧客満足度の向上に注力した結果
であり、全社員が努力してくれた
おかげだと感謝しております。そ
のお祝いを兼ねて、秋には社員全
員で旅行を実施する予定です。
今後は、ベトナム工場を中心に
海外戦略等の新たな事業や商品の
開発にも注力してまいります。ま
た、主力事業である浄水器につい
ても、１００万件のお客様からご利
用頂けることを目指して社員一同
頑張っていきたいと思っております。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

蛇口と浄水器の一体化という、
それまでの浄水器の常識を覆す
ような商品開発が可能であった
のも、常にお客様の声や目線を
意識されて商品開発を行ってこ
られた結果であると思います。
また、社長という大変お忙しい
立場におられながら、勉学を追
求されたその姿勢には深く感服
致します。今後も、お客様に喜
ばれる商品開発に取り組まれな
がら、次なる目標を達成される
ことを祈念しております。

蛇口一体型浄水器「みず工房」 「みず工房」サンプルの説明 「みず工房」の設計画面の説明

「ノズルファイブ」 工場視察の様子 左から川山専務、�城社長、谷頭取、白川北九州営業部長、
�城常務
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火災による廃業の危機からの復興
－当社は、今から１３３年前の１８７７
年（明治１０年）に米穀・日用雑貨
を取り扱う「鳥越彦三郎商店」と
して、福岡県浮羽郡吉井町（現在
の福岡県うきは市吉井町）で創業
したのが始まりです。創業からの
１３３年という長い間には、当社に
とって様々なことがありました。
１９４０年（昭和１５年）１０月に、政
府の米穀配給統制令により製粉・
精麦業に転換し、本格的に製粉業
へ参入しました。ところが５２年
（昭和２７年）１０月には、火災によっ
て製粉工場及び精麦工場が焼失し
てしまい、一時は廃業も考えまし
た。しかし、当時の社員が給料の
一部を自主的に返上すると申し出
るなど、一丸となって再建に取り
組んだおかげで、火災発生から４
ヵ月後の５３年（昭和２８年）２月に
は精麦工場を再建、１０ヵ月後の
同年８月には製粉工場が稼動を再
開しました。復興に当たってはお
取引先にも多大のご支援とご協力
を頂きましたし、福銀さんとの関
係で言えば、再建に向けてのご支
援を頂いたそうです。このような
歴史を振り返りますと、存亡の危
機にあった当社を支えて頂いた皆
様方のご恩は決して忘れることは

できません。

お取引先の繁栄があってわが社の
繁栄がある
－工場再建の翌年５４年（昭和２９
年）に、創業以来の精神である「お
取引先の繁栄があって、わが社の
繁栄がある」を実践する一環とし
て、業界で初めてお取引先を対象
としたセミナー（第１回「パン経
営技術総合研究会」）を開催し、以
降、現在の「経営技術総合研究会」
として毎年開催を続けています。
製品をお届けするに留まらず、文
字通り経営と技術に関するあらゆ
る課題解決のために、いわゆるソ
フト面でのお手伝いも行っています。

フランス人に認められた
「フランス」印
－今年は、当社が日本初のフラン
スパン専用小麦粉である「フラン
ス」印を発売してちょうど５０年
になります。「フランス」印は、
当時の役員の一人がパリに滞在中、
毎日買うフランスパンの美味しさ
に魅せられ、帰国後、フランス小
麦を空輸する等してフランスパン
専用小麦粉の開発を行い、６０年
（昭和３５年）に発売しました。
６６年（昭和４１年）５月、フランス
の空母『ジャンヌ・ダルク』号が
神戸港に入港の際、当社の「フラ
ンス」印で作られたフランスパン
の味が、乗組員の間で故郷の味と
全く同じように美味しいと評判に
なりました。フランスへ戻るまで

の船内で母国の味と香りに接した
いとの要望が続出した為、大量（乗
組員約千人の１ヵ月分相当）の「フ
ランス」印を積込んで帰路につい
たというエピソードが残っていま
す。当社の商品品質が本場の味と
遜色ないことに、社員も自信を持
ちました。今年は、発売５０周年
記念キャンペーンとして、新商品
の発売に加え製パン講習会やパン
学校の開催等を通じて、更に美味
しいフランスパンの普及に注力し
て参ります。

モノ作りは人作りから
－当社では外部講師を招いての研
修、役職員を講師とした階層別・
部署別の研修等、様々な研修を
行っています。また、海外への研
修派遣も積極的に行っています。
原料に関する研修、製粉技術学校
やパン学校への派遣、世界一と言
われる料理大学への派遣等多種に
わたっており、数ヶ月から１年以
上、じっくり腰を据えて勉強する
機会を与えています。研修生は非
常に優秀な成績を修めており、特
に世界中から生徒が集まる米国製
パン研究所（ＡＩＢ）への派遣では、
当社社員の相当数が首席で卒業し
ています。高い技術力を背景とし
た他社にないモノ作りを通じて、
お取引先のお役に立ちたいと考え
ております。
私としては、社員から「当社へ
入社して良かった、もう一度就職
するなら、またこの会社で働きた

鳥越製粉 株式会社
代表取締役社長執行役員

鳥越 徹氏
■創 業：１８７７年１０月 ■設 立：１９３５年１２月
■所 在 地：福岡市博多区 ■資 本 金：２８億５００万円
■従 業 員：１９５名
■事業内容：小麦粉、プレミックス、製パン・製菓用原材料、品質改良

剤、冷凍食品、押麦、焼酎用等の原料麦
■事業拠点：福岡市博多区（本社）、福岡市東区、福岡県うきは市、広島

県安芸郡、大阪府泉佐野市、千葉県船橋市（工場）、福岡、
東京（研究開発部）、仙台、東京、大阪、広島、福岡、
鹿児島（営業所）
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い」と思って貰えるような会社に
なることが大切だと思っています。

経営環境の変化への対応
－これまで規制業界であった製粉
業界は、様々な面で保護されてい
ました。しかし、ここ数年来の規
制緩和の動きにより、業界を取り
巻く環境は一段と厳しさを増して
くると予想されます。
当社では、どんなに厳しい時代
の中でも生き残っていく為、真の
顧客志向を目指した営業展開と、
時代に対応した新しい事業の育成
や商品開発による他社との差別化
を図っていきます。
そのためには、どうすればお取
引先から支持して頂けるのかを常
に意識し、「鳥越製粉が無いと困
る」とお取引先から選ばれる企業
になることが大切だと考えています。
当社は、米穀等の商いに始まり、
時代の変化と共に会社の業態を変
化させてきたことで今日まで発展
してくることが出来ました。今後
もその流れを引継ぎ、製粉、ミッ
クス、精麦に続く事業の柱の一つ
として米粉事業に取り組み、米粉

市場でのトップシェア獲得を目指
して参ります。
他社との差別化については、小

でん ぷん

麦粉と澱粉が原料に含まれないこ
とで糖質を８０％カットし糖尿病
患者でも食べられるようにしたパ
ン「パンｄｅスマート（商品名）」
や、機能性物質「βグルカン」や
食物繊維を豊富に含む大麦を原料
にした「大麦麺」などの機能性食
品を販売しています。更に現在、
九州大学や新潟大学等との産学連
携により、米の新品種「超硬質米」
の研究開発を行っています。「超
硬質米」は、消化されにくい難消
化性澱粉が通常の米よりも３０倍
多く含まれており、血糖値の上昇
を抑え、血中脂質を低下させる作
用があるとされています。
今後も、消費者の健康志向を背
景に需要が高まっている機能性食
品に引き続き注力し、国内市場は
もちろん欧米市場に向けての展開
も見据えていきたいと考えています。
世の中になくてはならない企業
としてお取引先に支持して頂ける
よう、全社一丸となって頑張って
参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

フランスとは風土が全く異な
るにも関わらず、独自で開発さ
れた日本初のフランスパン専用
小麦粉の品質が、本場フランス
の方々にも認められる程の高い
水準まで向上されたのも、常に
お客様のことを第一に考え、開
発に注力されてこられた賜物で
あると感服致しました。これか
らも、新たに取り組まれる米粉
事業や、機能性食品分野におい
て、ご活躍されることを期待し
ております。

福岡工場外観 工場視察の様子 「経営技術総合研究会」の様子

フランスパン専用粉と焼き上げたフランスパン 倉庫内で出荷を待つ製品 左から森脇工場長、谷頭取、鳥越社長、
吉田本店営業部長、中川経理部長
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江戸時代・安政年間に始まった
木造船建造
－当社の創業は、江戸時代後期の
安政年間に遡ります。当時は、熊
本の天草で漁船など木造船の建造
を行っていました。その後、現在
の本社とドックがある八代に移っ
たのが、１９１９年（大正８年）です。
時代が昭和となり、戦後の復興
とともに海運の需要増加を背景に、
木造の貨物船や油船（木造のタン
カー）の建造を始めました。さら
に、高度成長期の６０年代前半に
は、より一層の速さや安全性が船
舶に求められるようになると、建
造する船体を木造船から鋼船へ転
換を図りました。
その当時、船舶建造の受注は、
当社（当時の社名「合資会社加藤
造船」）のほか、先代の兄弟が経営
する会社で船舶の建造・修理を手
掛ける「丸加造船」と協力企業と
して船舶エンジンの整備・補修を
行う「合資会社島田鉄工所」とと
もに請け負っていました。そして、
造船事業の効率化を促す熊本県か
らの指導により、７３年（昭和４８年）
にこの３社が合併し設立したのが、

現在の「熊本ドック株式会社」です。
造船業界は、過去にオイル
ショックや造船不況など厳しい環
境下の時期もありましたが、当社
は長年培った高い技術力による安
定した受注の確保や着実な事業展
開によって景気の大きな波を乗り
越え、経営基盤の強化を図ってま
いりました。また、およそ１５０年
の長い業歴を重ねてこられたのも、
当社が常にどの時代でもお取引先
のニーズに応じた船舶の建造と堅
実な経営に努めてきたことが理由
であると考えます。

多様な船種が造れる技術の蓄積
－これまで当社では、内航船を中
心としたタンカーや貨物船などの
物品運搬船から、港湾での業務に
利用されるタグボート（曳航船）、
プッシャーボート（押船）、アン

しゅんせつせん

カーボート（揚錨船）や浚渫船（土
砂掘削船）などの特殊船、作業船
の類まで、様々な用途の船舶を建
造してまいりました。
当社がこのような広範囲な種類
の船舶の建造ができるのも、今日
までの受注を通じて培われた技術
の蓄積にあります。さらに、複数
の作業ができる多能工の育成にも
努めてきた成果であると思います。
当社のような中小の造船会社では
人手が少ない為、自社でどんな仕
事でも対応できる多能工を養成す
ることが重要な課題となります。
多能工の育成においては、新卒
採用された工員に対して、長年現

場に携わってきた熟練工員をマン
ツーマンで指導にあたらせていま
す。また、工員を様々な外部機関
が実施する技術講習会に参加させ
ています。さらに、大手造船メー
カーで現場に従事してきたＯＢの
方を採用したことも、幅広い技術
の蓄積に役立っています。
技術の習得は一朝一夕にはでき
ないため、このように時間と手間
を掛けてしっかりと人材育成に取
り組んでいます。これからも、多
くの工員の手によって蓄積された
当社の技術力に更に磨きを掛けて
いきたいと思います。

お取引先の満足のために、
お取引先の要望をよく聞く
－私は、常に「お取引先を大事に
すること」「誠意を持って対応す
ること」を念頭に業務にあたるよ
う社員に指導しています。「お取
引先を大事にすること」を実践す
るためには、まずお取引先からご
要望やご意見などを十分に承るこ
とです。そして、そのご要望やご
意見などを建造物に反映させるた
めに、時間や労力を惜しまずに取
り組むこと、つまり「誠意を持っ
て対応すること」が肝要だと考え
ます。
また、これまでも受注したお取
引先に建造中のドックを頻繁に見
学いただき、こまめに打ち合わせ
を繰り返しながら、建造作業を進
めてきました。その結果、工期が
大幅に遅れたり、発注がキャンセ

熊本ドック 株式会社
代表取締役社長

加藤 勝氏
■創 業：江戸時代後期（安政年間） ■設 立：１９７３年１１月
■所 在 地：熊本県八代市 ■資 本 金：９，９００万円
■従 業 員：約１１０名
■事業内容：鋼船建造・船舶修理
■事業拠点：熊本県八代市
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ルになるなど大きなクレームやト
ラブルとなったことはありません。
このような当社の日頃からの取
り組みが、お取引先との厚い信頼
関係の構築や建造した船舶に対す
る高い評価に繋がっているものと
思います。

付加価値の高い船種の製造へ
－当社は、発注頂いた１隻、１隻に
ついて、お取引先、私共双方が満足
のできるものを建造することを信
条としています。私自身も製造の
現場に携ってきましたが、これま
でに船舶だけでなく、クレーンな
ど作業に係る機械や道具も自分で
作りました。そうすることで、そ
の機械等の構造や欠陥が理解でき、
作業がやりやすくなるからです。
このような道具類を使って作り上
げた船舶だからこそ、お取引先に
ご満足頂けると確信しています。
また、私自身の目が届く範囲内
での経営に務めたいとの考えから、
これからも熊本八代においてしっ
かりと根を張って精進する所存です。

今後、多様な船舶の建造が可能
な当社の技術力を活かし、付加価
値の高い船舶の建造に注力したい
と考えています。具体的には、客
船やケミカルタンカー、ＬＰＧ船
など、輸送物の特性から特殊な加
工技術等が必要とされる船舶の建
造に務めます。
さらに、船型の工夫により水の
抵抗を減らしたり、プロペラの形
状に変化をもたせること等により
水上の推進力を高めた「ダブルエ
コ」と呼ばれる船舶の建造にも着
手しました。このほか、欧米など
で需要の高い、全長が１２０フィー
ト以上の規模でエンジンを搭載し
たモーターヨット「メガヨット」の建
造への取り組みも検討しています。
当社が今日まで長年事業を継続
できたのは、お取引先のご支援、
ご協力の賜物だと感謝しておりま
す。これからも技術の向上に邁進
し、お取引先に自信を持ってご提
供できる船舶の建造に社員一同努
めてまいります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

当社は、創業時の木造船の建
造に始まり、タンカーや貨物船
などの物品運搬船から、タグ
ボート、プッシャーボート、ア
ンカーボートや浚渫船といった
特殊船、作業船に至るまで、数
多くの種類の船舶を長年手掛け
てこられました。社長様を始め
社員の方々の、建造される１隻、
１隻毎の船舶に対する情熱や技
術への拘りの深さに感服致しま
す。これからも、高い技術力に
よりお取引先のニーズに即した
船舶を建造されることで、当社
が益々ご発展されることを祈念
致します。

本社工場 進水式の模様 補修作業中の船舶の前にて

進水する砂利運搬船 進水式での加藤社長 左より溝辺経理部長、加藤社長、林頭取、立石支店長
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に聞く�

時代やお客様のニーズに応じた
事業の展開
－当社は１９２９年（昭和４年）に雑
穀・油脂類の卸売会社として創業
した「相良商店」が前身です。当
時は大日本帝国海軍佐世保鎮守府
御用達の指定を受けていたことも
あり、安定した事業を行っていま
した。第二次世界大戦後には、他

でん らん

社に先駆けて電纜（ケーブル）解
体業者の許可を取得し、スクラッ
プ処理業務に参入したことが、現
在の事業基盤となっています。ま
た、これを契機に４７年（昭和２２年）
に組織変更を行い、「西部産業株
式会社」を設立しました。それ以
降も電気部や設備工事部を開設し、
米海軍佐世保基地や海上自衛隊佐
世保基地への電線等の資材や家電
の販売のほか、ビルや個人住宅向
けの設備工事を手掛けるなど事業
を拡大しました。
その後、３代目の社長に就任し
た私は、急速に変化する事業環境
に対応するため、複数に分かれて
いた部署を金属部門、設備工事部
門、電気機器営業部門の３部門に
集約しました。これにより、事業
部門の効率化を図るとともにお客

様からのご要望により一層迅速に
対応できる体制を構築致しました。
このように当社では、時代やお
客様のニーズに応じて柔軟に対応
できる社内体制づくりや事業展開
を行っております。

金属部門をコア業務として
－金属、設備工事、電気機器営業
の３部門の中でも金属部門が当社
のコア業務であり、売上全体の半
分以上を占めています。金属部門
では、鉄工所の残材、ビルや船舶
の解体により発生する廃材を回収
した後、リサイクルの原料として
製品化し、北部九州の製鉄所に出
荷しています。
７９年（昭和５４年）には、近い将
来、船舶の解体需要の増加が鉄材
の大きな発生源になりうるという
予測があった事から、金属部門を
佐世保市沖新町へ移転しました。
当地は海に面していることもあ
り、自社敷地内で船舶等の解体も
行えるようになりました。当社の
解体作業は船舶を海上に係留した
まま解体、パーツ化し、それから
陸揚げを行い、スクラップにして
います。このため船舶を１隻丸ご
と購入することで、スクラップの
安定した調達が可能となっていま
す。船舶の場合、１隻の船からど
のくらいスクラップが回収できる
か見極めることがポイントとなり
ます。当社では船舶の種類によっ
てスクラップの回収量を算出でき
る方法を独自で作成していること

に加え、長年培ってきた船舶解体
の経験値より船舶のパーツ毎のス
クラップを量る目利き力が蓄積さ
れていること、さらにこの目利き
力を活かして、スクラップを計画
的、安定的に供給できるように
なったことが、当社の「強み」だ
と考えます。
これまで当社では、潜水艦等の
特殊な船舶から漁船まで幅広い船
舶の解体を手がけてきました。現
在、長崎県内唯一の船舶解体企業
として一般船であれば１，０００ｔク
ラスまで解体することができ、九
州圏内のお客様から広くお取引頂
いています。

規律正しく、コスト意識を持った
人材の育成
－当社では新入社員に対する現場
研修の一環として、船舶の解体施
設がある沖新営業所へ配属し、１
～２ヵ月程度スクラップの回収等
の現場作業を経験させています。
これにより時間や安全面について
の意識を持たせ、規律正しく働く
ことの必要性を肌で感じさせてい
ます。またコスト意識を持たせる
為に、船舶解体の際に使用する切
断用ガスの使用コストや切断後の
スクラップ製品の単価を認識させ
る等の研修も行っています。この
ような取り組みにより、規律正し
くコスト意識を持った社員の育成
に努めています。
また、当社は社員の研修施設と
して、大分県の中津市耶馬渓町に

西部産業 株式会社
代表取締役

相良 紘一郎氏
■創 業：１９２９年５月 ■設 立：１９４７年５月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■資 本 金：５，０００万円
■従 業 員：５９名
■事業内容：各種電気機器販売、設備工事、金属回収
■営業拠点：長崎県佐世保市（本社・営業所）
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耶馬渓山荘を保有しています。こ
の施設では大手電機メーカーや資
材会社から講師をお招きし、商品
の説明や業界の動向などをテーマ
とした研修を実施しています。研
修後には、バーベキューなどのレ
クリエーションを行い、仕事を抜
きにした交流の場を設けています。
社内だけでなく、社外の方々と交
流することで人と人との繋がりを
大事にする社員となることを目指
し取り組んでいます。

環境をキーワードとした事業への
取り組み
－当社は、「本業を堅持しながら
ぎょうぎわ

も業際を攻めるべく積極的堅実
経営」をモットーに事業の拡大に
努めています。これまでに培った
事業経験を活かし、本業に関連し
た事業を更に展開して行きたいと
考えています。
現在、「環境への負荷軽減」を
キーワードとした事業に取り組ん
でいます。まず電気機器営業部門
では、オール電化商品（ＩＨ、エ

コキュート）や太陽光発電システ
ム等の販売を促進しており、環境
対応型の商品であれば、当社であ
るとお客様に想起していただける
ように日々営業に邁進しています。
また、廃棄処分が困難であるＦ
ＲＰ（強化プラスチック）船の解体
とリサイクルへの取り組みも検討
しています。
さらに、当社では社内でも環境
に配慮した取り組みを実践するた
め、社員の車通勤を原則禁止にし
ています。これにより社員の環境
に対する認識が大きく変わり、現
在では全社員が公共交通機関で通
勤しています。これからも社員一
丸となって環境に対する取り組み
を行ってまいります。
業歴が８０年を超えた当社です
が、ここまで事業を続けてこられ
たのもお客様や地域の皆様のおか
げであると思っています。今後も
お客様への感謝と地域への貢献を
忘れずに業務に邁進していきたい
と考えています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

鉄工所等から出される廃材の
回収、製品化だけでなく、設備
工事や電気機器の販売等幅広い
業務に対応できる体制を構築さ
れていらっしゃいますが、これ
は長い業歴の中で技術・ノウハ
ウを培われてきた賜物だと推察
されます。
環境対応型商品の販売やＦＲ
Ｐ船の解体等環境を意識された
取り組みは、時代のニーズに合
致したものであり、今後の展開
が非常に楽しみです。これから
も長崎を代表する「環境対応」
企業として益々ご発展されるこ
とを祈念いたします。

スクラップ（錨）の保管現場 沖新営業所構内 解体作業現場

電炉前 本社ビル前 左から相良社長、鬼木頭取、松本沖新営業所長、
白石本店営業部長
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原油価格を取り巻く環境について

はじめに

一時期１４７�／ｂｌ（バレル）まで高騰した原油

価格（ＷＴＩ：ＷｅｓｔＴｅｘａｓＩｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ

ニューヨークマーカンタイル取引所で取引され

る原油先物相場の標準油種）は、世界経済の急

激な落ち込みを背景に３２�／ｂｌ（最高値の５分

の１程度の水準）まで急落しました。その後、

世界経済の回復をきっかけに、再び８６�／ｂｌ

まで値を戻した原油価格は、現在（２０１０．０７．１４

現在）７０�／ｂｌ付近（最高値の２分の１程度の

水準）で推移しています。

一方、我が国の石油製品（ガソリンをはじめ

として、ナフサ、軽油、重油等）の消費量は、

１９９９年をピークに年々減少を続けています。今

後は、人口減少に加え燃費性能を向上させた次

世代車が普及する見通しもあり、石油製品の需

要減少は続いて行くものと思われます。それで

はこれから先、我が国の原油需要はどのように

なっていくのでしょうか？

経済産業省の試算によれば、２０３０年における

我が国の一次エネルギーは、新エネルギーや原

子力の増加が見られるものの、一次エネルギー

の主役はこれからも石油を中心とした化石燃料

となる見通しです（図１）。

今回は、この“原油”にスポットを当て、「こ

れから先、原油価格はどのようなトレンドを

辿っていくのか」また、「現時点での原油価格

の水準は産油国側にとってどのような意味を持

つのか」等、“原油価格を取り巻く環境”につ

いて５つの視点からリポートしたいと思います。

ドル相場からみた原油価格の動向

一般的に、「原油価格」と「ドル相場」との

関係は“逆相関”にあることが知られています

（つまり、「原油高になればドル安になり、原油

安になればドル高になる」）。通常、原油取引に

はドルが使われるため、原油の価値を不変（価

値が変わらない）とした場合、ドル安になれば

「原油価格」が相対的に押し上げられることか

ら、このような関係になることが経験値を通じ

て確認されています。

ドル高やドル安といったドル相場の動きにつ

いては、特にユーロとドルとの関係で強く表れ

る傾向にあります（図２）。実際、グラフからの

産業調査

図１ 一次エネルギーの長期見通し

２００８ ２０２０ ２０３０

石油 ４２％ ３６％ ３５％

ＬＰＧ ３％ ３％ ３％

石炭 ２１％ ２０％ ２０％

天然ガス １５％ １７％ １６％

原子力 １２％ １７％ １８％

水力 ３％ ３％ ３％

地熱 ０％ ０％ ０％

新エネルギー ３％ ４％ ５％

（出所）経済産業省
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印象（見た目）だけでなく、相関係数を試算して

みても０．８４（１に近づくほど相関関係が高くな

る）と高く、一定の相関関係が確認できます。

次に、現在のドル相場を見てみると、最近ま

でのドル高傾向から、足元ではドル安の方向に

向かっているように見えます。前述の「原油価

格」と「ドル通貨」の関係から考えると、今後

の「原油価格」は安値トレンドから上昇へ転じ

ることを示唆しています。

ただし、実際の「原油価格」は「ドル相場」

からのアプローチだけではなく、「原油価格」が

「ドル相場」を決定する反対の要因もあるため、

前述の逆相関の関係とは違う動きとなることも

あります。

さらに、将来の見通しについては、今後の景

気動向による需給の強弱によっても左右される

ため、原油価格の動向はより複雑さを増すこと

になります。

世界の需給構造（ファンダメンタル）からみた

原油価格の動向

２０００年以降、「原油価格」が高騰した背景に

は、原油に対する需給構造が変化したことが要

因として指摘されています。１９７０年代に起こっ

た２度のオイルショックでは、供給側（産油国）

の生産調整によって引き起こされた、言わば一

過性（ショック）のものでした。しかし、今回の

（２００８年７月に付けた１４７�／ｂｌ）原油価格の高

騰は、それ以前に長期間（２０年間程度）続いてい

た水準（２０～４０�／ｂｌ）をはるかに超えた価格

が続いたため、一過性のものでなく、“構造的

な変化（パラダイムシフト）が背景にある”とし

て認識されるようになりました（図３）。

この背景には、中国やインド等の新興国によ

るエネルギー消費の拡大があり、これまでの「７

億人が支配する先進国の世界から３０億人が支配

する新興国の需要が上乗せられる世界」へと世

界経済の構造が大きく変化したことが考えられ

図２ 原油価格とドル相場との関係

（出所）資源エネルギー庁等
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ています（別の表現で言えば“成熟して原油需要

が安定した経済に加速度的に成長する新興国の

原油需要が上乗せされる”とも言えるでしょう）。

現在のエネルギー効率をみても、中国等は日

本の６分の１程度とエネルギー効率が悪いこと

が指摘されており、石油等のエネルギーを大量

消費している要因となっています。また、一人

当りのエネルギー消費量（２００６年）をみても、日

本の消費量が３，７２５�程度であるのに対し、成

長過程にある中国の消費量が６８７�程度である

ことから、世界全体で捉えた原油の需要は今後

も増加する見込みです。

“構造変化（パラダイムシフト）”は石油需給

が逼迫する要因として、今後も続いていくで

しょう。

投資マネーからみた原油価格の動向

世界には実体経済が必要とする以上の資金

（お金）が“過剰流動性”として溢れています。

その資金の一部が投資マネーとして日々投資先

を求めて動き回っています。その投資マネーの

一部が原油市場に流れ込み、原油価格を高騰さ

せた要因になったと考えられています。

具体的にはこうです。いわゆる巨額の投資マ

ネーが小規模なマーケットである原油市場に流

れ込み、相場を高騰させたのです。投資マネー

とは、運用方法や投資戦略によって様々な名称

がありますが、ここでは「オイルマネー」、「年

金基金」、「ヘッジファンド」、「投資信託」の４

つを指します。これら４つの投資マネーの総額

は、概算で４０兆�以上あると言われています（１

�９０円概算で３，６００兆円）。一方、原油市場は

１，５００億�程度（１３．５兆円）と見られ、実に投資マ

ネーの０．４％程度の規模しかありません（図４）。

このことは、“プールに鯨を入れるものだ”と

の例えにある様に、巨額の投資マネーが、受け

皿としてはあまりにも小さすぎる市場に資金が

流れる様子を的確に表しています。

産業調査

図３ 原油価格の長期推移

（出所）資源エネルギー庁等
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投資ファンド　40兆ドル

原油市場　1,500億ドル

オイルマネー� ヘッジファンド�

年金基金� 投資信託�

このように、実際の原油価格は、「現物取引（実

需）による実勢価格」から「投資家による先物

市場」によって支配されているのです。

現在では、こうした先物市場に対する警戒感

から、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）や米国商品

先物取引委員会（ＣＦＴＣ）等が投資マネーに対

する規制を強化しており、市場原理だけで乱高

下する原油市場に警告を鳴らしています。

開発コストからみた原油価格の動向

現在の油田開発は、品質が良く、かつ生産し

やすい場所に大量にある油田は既に開発されつ

くしたとも言われており、今後は技術的にも自

然条件的にも生産が難しい油田を求めて開発を

続けることになります。このことを“非在来型

原油”と言い、従来と異なる生産方法で生産さ

れる原油のことを意味します。

開発コストとは、「探鉱」→「開発」→「生

産」の流れにかかる一連のコストを指していま

す。「探鉱」とは、油田を探し出す作業のこと

であり、「開発」とは探鉱で得られた情報を基

に生産を開始するまでの掘削等の事業を行うこ

とを意味します。一つの油田を探鉱して生産を

開始するまでには、実に１５～２０年程度はかかる

といわれており、技術が発達した現在でも、商

業ベースの生産ができるのは１００本に数本と言

われています。以前は１０００本に数本と言われて

いましたので、その当時から比べると探鉱の技

術は飛躍的に向上したと言えます（これにより、

原油の確認埋蔵量も増加しており、可採年数が

長くなる理由となっています）。

前述のとおり、非在来型原油の開発が、開発

コストを上昇させているのです。現在では、開

発コストが６０�／ｂｌを越える原油生産も登場

してきており、開発コストは年々上昇する傾向

にあります。皮肉にも、現在では原油価格の高

騰を受ける形で、開発投資が活発化しているの

です。

図４ 投資ファンドの流入イメージ

（出所）ふくおかフィナンシャルグループ作成
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産油国の財政収支からみた原油価格の動向

国家財政については、ギリシャ問題に端を発

し、我が国における財政再建問題など最近では

ソブリンリスク（国家に対する信用リスクのこ

と）として注目が集まっています。各国の財政

収支の悪化は、財政支出を抑える動きを促し（需

要の喪失につながる）、あるいは増税による財

政収入を増やす動きとなる（需要の喪失につな

がる）ので、こうした各国の動きは、全体でみる

と世界経済の減速圧力となり、結果的には原油

価格の下振れ要因として捉えることができます。

しかし、ある産油国の財政収支の悪化を考え

た場合、結果として原油価格の高騰を招く要因

として働く場合もあります。つまり、原油収入

が国家財政の大半を占めるような産油国の場合、

近年の原油価格の高騰は財政収入を潤し、オイ

ルマネーの増加として産油国の財政を豊かにし

てきました。こうした豊かな財政収入を前提と

した国家運営を行っている場合、昨年のような

原油価格（落ち込んだ水準）になると、かつては

均衡していた財政収支も、もはや国家予算が拡

大しているため財政赤字となってしまうケース

が出てきているのです。

このような産油国の財政事情が、原油価格を

上昇させる環境をつくり出しており、原油高騰

の要因の一つと考えられているのです。

その他の要因からみた原油の動向

日本は原油の９９％以上を輸入に頼っており、

一次エネルギーの石油依存度も４２％（２００８年）を

占めるまでに至っています。当然、我が国のエ

ネルギーの中心的な役割を担っている原油は、

国家安全保障の枠組みの中で扱われており、備

蓄体制によって安定供給され続けています。言

うまでもなく、石油産業は我が国の基幹産業で

あり、我々の生活にも深く関わっているのです。

前述の２００８年７月に１４７�／ｂｌを付けた原油

価格にも象徴されるように、国際的な原油市場

は現在転換期を迎えています。今回は５つの視

点から、石油価格の動向についてみてきました

が、それ以外にも、原油価格を支配する考えが

いくつか存在します。

一つ目は、地政学リスクです。

「地政学リスク」とは、当時のグリーンスパ

ンＦＲＢ議長が使用し、その後広く用いられる

ようになった言葉です。その意味は、特定地域

での政情不安定になるリスクを総称しています。

日本では、中東への原油依存度が８０％を超えて

おり、また、国際原油市場においても原油生産

が中東に集中していることから、中東の地政学

リスクは世界経済にとっても影響力が大きいと

言えます。地域情勢の不安定さが引き起こす原

油供給に対するリスクが、原油価格高騰の要因

と考えられているのです。

二つ目は、資源ナショナリズムの台頭です。

「資源ナショナリズム」とは自国の資源を自

国で管理しようとする動きのことを指します。

さらには、自国に資源がない場合でも、海外の

産業調査
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資源を買収したりすることによって強化する動

きも広い意味での資源ナショナリズムの一種と

言えるでしょう。この資源ナショナリズムの考

え方は以前から存在していました。しかし、原

油価格が安定していた頃にはこの意識も後退し

ていましたが、最近の原油価格の高騰によって、

再び資源ナショナリズムの動きが活発化してき

ました。

日本でも６月に経済産業省から「資源エネル

ギー政策見直しの基本方針」が公表されました。

同基本方針では、２０３０年に向けた目標として、

“従来のエネルギー自給率（現在１８％）及び自主

開発権益（産油国などで日本が原油の探鉱、開

発、生産する権利）下の化石燃料の取引量（現状

２６％）をそれぞれ倍増させる。これらにより、

自主エネルギー比率を７０％（現状：約３８％）にす

る”等の具体的な数値目標が掲げられており、

資源エネルギーの効率化、環境規制の強化、そ

して資源の安定確保に向けた取り組みが行われ

ようとしています。

最後に

今後のエネルギーのあるべき姿について、世

界中から真剣な取り組みが行われている中、ふ

くおかフィナンシャルグループでも夏至や七夕

等によるブラックイルミネーション活動（環境

省による「ＣＯ２削減／ライトダウンキャンペー

ン」）への参加や福岡県下の社会福祉法人２法人

からの排出権購入等、様々な形で省エネ活動・

支援を行っています。

また、昨年から取り組みを行っているエコア

クションポイント事業（経済的インセンティブ

を付与することによって、消費者による温暖化

対策型の商品・サービスの購入や省エネ行動を

誘導する仕組み）を通じて、環境分野への積極

的な取り組みも行っています。

以上、“原油価格を取り巻く環境”について、

５つの視点を切り口にリポートをしました。原

油は様々な用途に使われ、また、あらゆる商品・

サービスの価格にも波及している為、その影響

はマクロ的な広がりと同時に我々の生活といっ

たミクロ的な要素まで、幅広い分野に関わって

います。今回のリポートが皆様の生活に少しで

もお役になれば幸いです。

（真田 高充）
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注目を集めるスマートグリッドの可能性

最近「スマートグリッド」という言葉に対して、世界的な注目が集まっています。ただし、言葉だ

けが先行している面があり、「そもそもスマートグリッドとは何か」「スマートグリッドによってどう

いったビジネスが生まれるのか」等については把握が難しい分野であると言えます。そこで今回は、

スマートグリッドの概要や関連ビジネスの動向等について、概略をご紹介します。

スマートグリッドとは

スマートグリッドとは、直訳すると「賢い電

力網」という意味になります。より具体的に表

現すると、「情報通信技術等を駆使することに

より、電力システムを需要にあわせて安定的か

つ効率的に運用することを可能にする、次世代

型の電力網」のことです。つまり、スマートグ

リッドとは発電から送配電、蓄電そして電気の

使用までの「電力に関わる社会インフラ全体」

を示す幅広い概念なのです。（図１）

地球温暖化問題に対する関心の高まりととも

に、その対策としての「電気エネルギーの効率

的な運用」や「再生可能エネルギーの大量導入」

に必要不可欠なものとして、スマートグリッド

に対する関心が先進国、新興国を問わず高まっ

てきています。ただし、「何をもってスマート

グリッドとするのか」という一義的な定義はな

く、各国・地域の電力事情によって注目する理

由や注力する分野も異なっています。

例えば、スマートグリッドが注目されるきっ

かけとなった米国では、安定的な配電システム

の実現を主な目的に、送配電側の強化に注力し、

中国等の新興国ではエネルギー需要増加への対

応を目的に都市整備と共に電力網の整備に注力

する方向にあります。そして、日本では、高度

な電力システムが既に構築されていますが、今

後日照や風力等の気象条件次第で出力が大きく

変動する再生可能エネルギー（太陽光・風力発

電等）の導入が大幅に増えることにより、電力

システムが不安定化することが懸念されていま

す。そうした懸念に対応するため、蓄電池の開

発や普及など、主に電気の使用側に重点を置い

た取り組みがなされる方向にあります。（表１）

経営情報

図１ 日本におけるスマートグリッド構築のイメージ

出所）経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書２０１０」
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表１ 各国・地域におけるスマートグリッド
関連の動向

米国

送電インフラが脆弱でかつ電源開発が進まない状況への
対応として推進
→景気対策の一環でスマートグリッドの整備に１１０億ド
ル（約９，９００億円）投入
→ＩＴ関連企業によるビジネス化及び政府機関主導での
スマートグリッド関連機器の国際標準化に着手

欧州

再生可能エネルギー（特に風力）の大量導入に対応するた
めの手段として推進
→２００６年４月のＥＵ指令※を契機に、料金回収率向上を
目的にして、イタリアなど各国でスマートメーター導入
が拡大

中国

経済成長に伴うエネルギー需要増大に対応する手段とし
て推進
→都市開発とセットでエネルギーインフラを整備（天津
エコシティ等）
→２０２０年までにスマートグリッドを活用した電力供給体
制の整備に４兆元（約５０兆円）規模を投じる方向で検討に
着手

日本

再生可能エネルギー（特に太陽光）の大量導入に対応する
ための手段として推進
→電力会社によるスマートメーター導入、各地域での実
証実験等に着手
→経済産業省・ＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開
発機構）が「スマートコミュニティ・アライアンス」を
設立し（参加企業数３００超）、国際展開等を推進

出所）経済産業省資料等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

実施主体 実施時期 概 要

九州電力
沖縄電力

平成２２年度
～３年間

黒島や宮古島等管内にある離島
の独立電力系統に太陽光発電や
風力発電などを組み入れたス
マートグリッドを構築し、電力
系統の運用・制御面の課題や経
済性を検証・評価

北九州市等
（新日本製鐵、
日本ＩＢＭ、
富士電機シス
テムズ）

平成２２年度
～５年間

政府の「次世代エネルギー・社
会システム実証事業」の実施地
域として、北九州市八幡東区東
田地区に太陽光発電や電気自動
車、スマートメーター等を大量
導入し、スマートグリッドの実
証実験を実施

福岡市等
（福岡スマー
トハウスコン
ソーシアム）

平成２２年９月
～半年間

福岡市のアイランドシティ内に
ある戸建住宅に太陽光発電・小
型風力発電、リチウムイオン電
池や制御システム（ＨＥＭＳ）等
を導入し、スマートハウスの実
証実験を実施

表２ 九州における主なスマートグリッド
実証実験の動向

出所）各種資料等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

スマートグリッド関連ビジネスの動向

スマートグリッドは電気に関わる社会インフ

ラ全体を示す概念であり、その関連企業は電力、

電線、太陽光・風力発電、電気自動車、蓄電池

等電気そのものに関わる分野を始め、住宅、建

設、ＩＴ、家電等非常に幅広い分野に及びます。

経済産業省の試算によると、日本国内のスマー

トグリッド関連市場は、通信機能を持つ電力計

であるスマートメーターや太陽光発電等で発電

された電気を貯めておく蓄電池等の普及により、

２０２０年には３．６兆円、そして２０３０年には５．４兆円

規模にまで拡大することが予測されており、世

界全体では更に大きな市場となる見込みです。

現在、スマートグリッド構築に向けてデータ

収集や技術・ノウハウの蓄積を図ることを目的

に、世界各地で「実証実験」が行なわれていま

す。実証実験にはスマートグリッドを新たなビ

ジネス領域と位置づけている国内外の大手電機

メーカーやＩＴ関連企業等様々な企業が参加し、

実証実験を通して、自社のビジネス拡大の可能

性を探っています。

日本でも、国内でのスマートグリッド構築、

そして海外でのスマートグリッド関連市場獲得

に向けて、各地で実証実験が行なわれています。

九州では、九州電力、沖縄電力が今年度から管

轄の離島での実証実験を始めています。さらに、

政府のスマートグリッド実証実験の実施地域に

選ばれた北九州市の他、福岡市等でも実証実験

が行なわれる予定になっています。（表２）

スマートグリッドは将来的に大きなビジネス

となる可能性がありますが、現在は「研究開発

に取り組んでいる段階」にある、と言えます。

今後日本において関連産業がどのような形で広

がっていくのか、そして産業の拡大に伴い、地

場企業にどのようなビジネスチャンスが訪れる

のかは、実証実験等を通して見えてくるのでは

ないでしょうか。

ふくおかフィナンシャルグループでもスマー

トグリッドの今後の動向に注目し、適時様々な

形での情報発信に努めていきたいと考えています。

（花谷 禎昭）

（※）ＥＵ指令とは、ＥＵがその加盟国や企業、個人に対してある目的を達成することを義務付けるもの。２００６年４月の指令では消費者に対して
スマートメーターの導入が要請されており、既にイタリア、スウェーデン、オランダ等で完全導入されることが決まっている。
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第３回香港・華南地区日系企業
ビジネス交流会

REPORT

１．はじめに

福岡銀行は６月４日、香港に拠点（支店・駐

在員事務所）を有する他の地方銀行１６行と日本

貿易振興機構（ジェトロ）との共催で、中国広東

省深 市内のホテルにおいて香港および中国華

南地区に進出されている日系企業を対象に「第

３回香港・華南地区日系企業ビジネス交流会」

を開催しました。

本交流会は、「変化の激しい中国のビジネス

環境について正確な情報が欲しい」「同じ環境

下で頑張っている日系企業同士のネットワーク

を広げたい」といった日系企業のお取引先のご

要望にお応えするものです。主催者である地方

銀行各行のお取引先で、当該地区に進出されて

いる企業（一部日本からの参加あり）を対象に、

セミナーや商談会、懇親会等を行い、異業種間

での交流および情報交換の場をご提供致しまし

た。

今回の参加企業数は１６５社、参加者総数は３２５

名（来賓・銀行関係者含む）にものぼり、盛大に

執り行うことができました。今回は本交流会の

内容についてご紹介します。

２．交流会の内容

�ジェトロ進出企業支援セミナー

ジェトロ広州による「華南経済の今 世界の

工場から世界の市場へ」、「華南地区におけるビ

ジネス環境の変化について」というテーマで、

広東省内の情勢や雇用状況等に関してのセミ

ナーが開催されました。

質疑応答の時間も設けられ、参加者からは企

業が直面している様々な問題等についての質問

が飛び交いました。またセミナー終了後、ジェ

トロ広州による個別相談も行われました。

�ビジネスニーズ掲示板

交流会では、商談や参加企業の交流がスムー

ズに進むように事前に各参加企業より、売り・

買い・受託・委託などの情報を募集（７６件の応

募あり）し、「ビジネスニーズ掲示板」という形

で、本交流会当日、会場（２ヵ所）で掲示を行い

情報提供致しました。

参加企業のご担当者が、掲示板の内容を確認

しながら、自社ニーズに該当する企業を見て回

り、後日面談を行いたい企業がある場合は、個

別面談希望カードに、その企業名を記入した後、

取引銀行へカードを渡します。

海外リポート

セミナー開催風景

ビジネスニーズ掲示板
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取引銀行は後日、対象企業の取引銀行へ連絡

し、双方のお取引先が確実に面談の機会を得ら

れるように段取りする流れとなっており、効率

的な面談が可能となっています。

�商談テーブルによる個別商談

個別商談を望まれる企業には、商談が可能な

テーブルを設置したうえで、実際に商品サンプ

ルを展示したり、パンフレット等を配布するな

ど、自社アピールをして頂きました。

参加企業のご担当者が自由に各テーブルを回

りながら、興味ある企業同士で自由に商談を行

えるようになっています。

当日は、弊行のお取引先を含む３１社が商談

テーブルを設置されて、約１時間程度、熱心に

商談を行われていました。

�懇親会

懇親会は、立食パーティー形式で約２時間行

われました。

本交流会にご参加頂いた企業のご担当者同士

で、和気あいあいとした雰囲気のなか、活発な

意見交換が行われるなど、会場は盛り上がりを

みせていました。

３．最後に

昨年は、新型インフルエンザの影響が懸念さ

れたことから、本交流会の開催を断念すること

となりましたが、今回は多数の企業にご参加頂

き盛大に開催することが出来ました。

参加企業のアンケート等を参考にさせて頂き、

引き続き、香港・華南地区に進出される企業へ

の情報提供や新しいビジネスチャンス発掘の機

会を提供する場としてのご期待に応えられるよ

う、お客様のサポートを行って参ります。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

名 称
第３回「香港・華南地区日系企業
ビジネス交流会」

日 時 平成２２年６月４日 �

場 所
深 シャングリ・ラ・ホテル
（深 香格里拉大酒店）

内 容
ジェトロ・進出企業支援セミナー
ビジネス交流会

対象企業
香港・華南地区に進出している地
銀各行のお取引先日系企業など

参 加 費 無料

主 催
福岡銀行及び香港に拠点を有する
地方銀行１６行との共同主催

共 催 日本貿易振興機構（ジェトロ）

個別商談コーナーの様子 懇親会開催風景

■開催概要
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ホーチミン�

ロンアン省�
プノンペン�

バンコク�

ベトナム�

カンボジア�

ラオス�タイ�

鬼木頭取（左から２番目）とベトナム・ロンアン省からの
訪問団との記念撮影

はじめに
去る６月２０日から２５日にかけて、ベトナ

ム・ロンアン省の知事や民間企業の代表者等
によって結成された訪問団が来日されました。
訪問団一行は、今回、福岡市と長崎市で経済
交流を目的とした講演会の開催に合わせ、ベ
トナムへの工場進出を予定している佐世保市
内の企業及び親和銀行に表敬訪問されました。
ここでは、ベトナム・ロンアン省からの訪

問団の親和銀行訪問の模様についてご紹介し
ます。

ベトナムおよびロンアン省について
ベトナムは、面積３２万９，２４７平方キロメー

トル、人口８，５７９万人、ＧＤＰは９１５億米ドル
（２００９年現在）です。日本と比較すると、面積
は９割弱、人口は７割弱、ＧＤＰは１．６％程
度となっており、面積や人口の規模から比べ
ると、ＧＤＰの規模は極めて小さいことがわ
かります。また、就業人口の構成割合をみる
と、農林業従事者が全体の過半数を占める「農
業国」ですが、近年は海外からの投資による
工場建設が増えていること等から、工業従事
者の割合は増加傾向にあります。
今回訪問団が結成されたベトナム・ロンア

ン省は、ベトナム南部、「メコンデルタ」と
呼ばれるメコン川下流域に位置し、肥沃な農
地を抱える地域ですが、産業構成をみると、
第１次産業３８．８％、第２次産業３２．６％、第３
次産業２８．６％となっており、「産業の工業化」
の状況が窺えます。
また、経済の中心地であるホーチミン市に

隣接する省でもあることから、１０分おきに
ホーチミン市行きのバスが運行されており、
交通インフラ等都市環境の整備が進められて
います。さらに、２００９年までに直接投資案件
が３１７件、投資金額は２６．３億ドルに達してお
り、日本からの進出企業は３社、そのうち１

社が福岡県から中古農業機械の加工・再生す
る工場を立地するなど、優遇税制措置が受け
られることや安い賃金で優秀な人材を確保で
きること等を背景として、海外からの工場進
出が盛んになっています。

ベトナム・ロンアン省からの訪問団、佐世
保市へ
今回、ロンアン省から訪問団に参加された

方々は知事をはじめ総勢１９名で、６月２２日福
岡市、２４日長崎市の日程で、同省主催により、
経済交流を促進するためにベトナムおよびロ
ンアン省の投資環境に関する経済セミナーが
開催されました。
２２日のセミナー終了後、福岡市を出発した
一行は、従来よりベトナム人研修生の受入を
行い、今般ベトナムに工場を建設する予定の
佐世保市内の企業を訪問された後、訪問団を
代表して、ロンアン省知事のズオン・クオッ
ク・スアン氏などが親和銀行を表敬訪問され
ました。一行は鬼木頭取と面談し、親和銀行
本店内の展望室から佐世保市中心部などの眺
望を楽しまれた後、頭取から知事への記念品
の贈呈および記念撮影が行われました。
ベトナムではロンアン省をはじめとして経

済交流促進のために積極的な取り組みが行わ
れており、今後、更なる交流の活発化が期待
されます。

ふくおかフィナンシャルグループでは、大
連、上海、香港の３ヶ所に海外営業拠点を持
ち、海外直接投資や貿易に関する情報収集等
を行っております。
今回紹介しましたベトナムにつきましては、

福岡銀行香港駐在員事務所にて海外進出や貿
易等に関する情報のご提供を行っております。

海外トピックス

ベトナム・ロンアン省からの訪問団、
親和銀行を表敬訪問

ベトナム・ロンアン省の位置図
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介
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投資信託・公共債・外貨定期預金に関する留意点
■ご検討にあたっては、「商品パンフレット」「投資信託説明書（交付目論見書）」「契約締結前交付書面」などを必ずお読みください。「商
品パンフレット」「投資信託説明書（交付目論見書）」「契約締結前交付書面」などは各店頭にご用意しています。■投資信託・公共債は預
金ではなく、預金保険の対象ではありません。また、福岡銀行・熊本ファミリー銀行・親和銀行で取扱う投資信託は投資者保護基金の対
象ではありません。■外貨定期預金は預金保険の対象ではありません。■福岡銀行・熊本ファミリー銀行・親和銀行は投資信託の販売
会社であり、設定・運用は運用会社が行います。■商品によっては国内外の株式や債券などに投資しているため、投資対象の価格が、
金利の変動、為替の変動、発行者の信用状況の変化などで変動し、投資元本を割込むことがあります。■投資信託・外貨定期預金など

ＦＦＧニュース
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には各種手数料や費用などがかかります。またその手数料及び費用などは商品ごとに異なり、事前に料率および計算方法などを示すことができません。詳細は、
「投資信託説明書（交付目論見書）」「契約締結前交付書面」などをご覧ください。■個人向け国債は、元本と利子の支払を日本国政府が行うため、発行体である
日本国の信用状況の悪化などにより、元本や利子の支払が滞ったり、支払不能が生じるリスクがあります。
インターネットでの投資信託・公共債・外貨定期預金取引に関する留意点
■インターネットバンキングでの投資信託・外貨預金・公共債のお取引は、原則２０歳以上の方に限らせていただきます。■福岡銀行・熊本ファミリー銀行・親和銀
行は、お客さまの投資についての知識、経験、目的および資産の状況などを踏まえ、お取引をお断りさせていただく場合や営業店窓口でのご相談を案内する場
合があります。

平成２２年７月１日現在
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楽しく育児ができれ�
ばいいですね。�

―大学発 シーズ紹介―
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玉軸受のイメージ

新幹線の車輪部分に使用されている。

し
ー
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ー
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デザイン性に優れたハイグレードモデル

し
ー
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し
ー
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お母さんの抱っこの揺れを再現する
電動ベビーベッドを開発！
～誰かの役に立つ製品を作りたい～

ふじ ともあき

九州大学 大学院 芸術工学研究院 助教 藤 智亮 先生
お母さんにとって子育ては体力を必要とします。特に、夜泣きする赤ちゃんを抱っ
こしてあやしてあげることはとても大変です。そんなお母さんのために研究し、
開発されたのが電動ベビーベッドである「ｓｕｉｍａ（スイマ）」。赤ちゃんにとっ
て最も心地よいとされる揺れは、まさに赤ちゃんにとって『睡眠の魔術師』。
今回は、この「ｓｕｉｍａ」が商品化に至った経緯などについて、ご紹介します。

先生の自己紹介をお願いします

先生 大学では、“機能要素（最小単位の部品など）
の研究”に取り組んできました。特に新幹線の部
品などに使用されている『玉軸受』の研究は、学
生時代から取り組んでおり、『玉軸受』の油を変
えたり、荷重を変えたりするなどの実験を繰り返
して更なる機能向上へと繋がる研究を継続してい
ます。

“機能要素の研究”が“電動ベビーベッド”
への発想につながったのは何ですか？

先生 “もの”というものは、一つ一つの機能要
素から成り立っています。この機能要素の研究が、
いつか“もの”を組み立てて作る時に絶対役立つ
だろうと考え、今まで研究を続けてきました。そ
して、将来的には誰かの役に立つような、ものづ
くりがしたいと考えていました。
電動ベビーベッドへの発想につながったきっか
けはいくつかあります。
私の２人目の子供が、０～１才の時に特に夜泣
きがひどくて、夜通し立って揺すっていないと泣
き止まなかったのです。そこで、肉体的にも精神
的にもきつかったので、他にもこんな風に悩んで
いる人がいるのではないかと思い、前々から解決
方法について考えていました。
また、大きなきっかけとなったのは、卒業生か
ら「弊社（住宅メーカー）で、ＣＳＲとして何かオ
リジナルサービスができないか」との相談を受け
たことでした。
その時に「電動ベビーベッド」が思い浮かび、
そのメーカーと共同研究をしたのです。そして完
成したのが、電動ベビーベッドである「ｓｕｉｍａ」
です。

育児支援のためのベビーベッド
「ｓｕｉｍａ」について教えてください

先生 このベビーベッドは、泣き声をキャッチし
たら、自動で揺れが始まります。揺れの幅は、赤
ちゃんを寝かせて頭と足を結ぶライン方向に１０
�程度。最初は少し速めに揺れ、次に心拍数と同
じ揺れ、赤ちゃんが落ち着いてくるとゆっくりし
た揺れに変わり、安全を考慮して最大でも１５分
で自動的にストップする設計です。
計２５名を対象にした評価試験では約８割の赤
ちゃんに明らかな効果がみられました。ベッドを
揺らす幅やスピードなどを変えて多くの実験をし
ましたが、赤ちゃんが最も眠りやすい揺れのリズ
ムが、お母さんの心拍リズムと見事に一致するの
です。そのデータを目の当たりにした時は感動し
ました。

今後の展望を教えてください。

先生 私はたった一人でもいいので、誰かに役立
つものを作りたいと思ってきました。
これからも「ｓｕｉｍａ」の快適さを追求する
とともに大人用のベッドやリハビリ用の機器等、
誰かに真に役立つものづくりに励んでいきたいと
思っています。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング 担当：久保田
ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１４回）
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九州の鉱工業生産動向
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［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている

２０１０年５月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、新型車の生産が稼動し始めた輸送機械や

電子部品・デバイスなどが牽引し前月比２．２％上昇の１０４．０と２ヵ月連続で前月を上回るなど持ち直し

の動きが続いています。

［業種別動向］……………輸送機械、電子部品・デバイスなどの生産が上昇

業種別にみると、一般機械については先月海外向けの生産が伸びた反動もあり、マイナスに寄与し

た一方で、新型車の生産が増え始めた輸送機械やデジタル家電や携帯電話、ゲーム機等の需要が伸び

た電子部品・デバイスなど１７業種中９業種でプラスに寄与しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、海外向け自動車等の需要が好調なことから、輸送機械や化学が堅調に推移し、総合

指数は２ヵ月連続で上昇しました。

大型小売店販売額は、前年割れで推移しましたが、住宅建設は、貸家、持家が増加し、３ヵ月連続

で前年実績を上回りました。公共工事は件数、金額ともに横ばい、企業倒産については件数、負債総

額ともに減少するなど、全体的には持ち直しの動きが続いています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続で上昇

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比０．６％上昇の９４．５と２ヵ

月連続で上昇しています。

主要業種をみると、自動車等の輸送機械が同

５．５％、自動車素材が好調であった化学について

も同１０．６％とそれぞれ上昇しています。いずれも

海外向けの需要増によるものが大きく、持ち直し

の動きが継続しています。一方、送風機やクレー

ンなどの一般機械は同１１．７％と低下しました。

［大型小売店］……………依然前年割れが続く

５月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比５．２％減の５１４億円と２２ヵ月

連続で前年比マイナスとなりました。

内訳をみると、百貨店は、同３．９％減の２２０億円、

スーパーについても同６．１％減の２９４億円と百貨店、

スーパーともに前年割れとなりました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………３ヵ月連続で前年を上回る

５月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１．９％

増の２，４１３戸と３ヵ月連続で前年を上回りました。

内訳は、貸家で同５４．２％増の１，２９４戸、持家は同

１９．３％増の８５３戸、分譲では同６８．１％減の２５９戸と

なっています。マンション着工件数が同９１．１％減

と大幅に前年割れとなったことで分譲は減少しま

した。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに横ばい

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１．６％減の３６５件、金額は同０．６％

増の２２１億円と件数、金額ともに前年同月比で横

ばいとなりました。

発注者別の請負金額をみると、北九州ＰＣＢ廃

棄物処理施設の大型工事の発注により「独立行政

法人等」で同４９．８％増となっていますが、「県」、

「その他の公共的団体」の発注額が前年同月比で

減少したことから、全体では微増となりました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに大幅減

６月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比３５．４％減の３１件、負債

総額は同８６．０％減の２４億円と大幅に減少しました。

「中小企業等金融円滑化法」の影響などから、倒

産件数、負債総額ともに低水準での動きが続いて

います。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、半導体製造装置などの一般機械の生産が好調なことから総合指数は上昇し、持ち直

しの動きが続いています。

公共工事は、熊本市発注の大型案件により請負金額は大幅に増加しましたが、住宅建設は５ヵ月連

続で前年を下回っています。大型小売店販売額については、主力の衣料品が伸びず、前年実績を下回

りました。企業倒産は、件数、負債総額ともに前年を大幅に下回りました。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月ぶりに上昇

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比６．０％上昇の９５．５と３ヵ

月ぶりに上昇しました。

半導体製造装置等の生産が伸びている一般機械

が上昇し、電子部品・デバイスは微減ながら高水

準を維持しています。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年割れ

５月の大型小売店販売額は、前年同月比６．３％

減の１３２億円と、前年実績を下回りました。

商品別では、主力の衣料品は婦人服の売上が低

調だったこと等から同１１．０％の減少となりました。

軒並み前年割れとなるなか、電気機械器具は同

６．１％増と、前年を上回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………５ヵ月連続で前年を下回る

５月の新設住宅着工戸数は、前年同月比２６．３％

減の４７９戸と５ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同２０．８％減の２４４戸、

貸家も同４４．８％減の１６０戸とともに大幅に減少し

ました。一方、分譲は、マンション着工により同

３７．５％増の６６戸と上昇しました。

［公共工事］……………請負金額は大幅に増加

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比５．３％減の２１５件、金額が同

８０．０％増の１６９億円となり、請負金額は前年を大

幅に上回りました。

発注者別の請負金額をみると、熊本駅前再開発

事業関連の発注で「市」が大幅に増加したほか、

「県」や「その他公共団体」等でも大幅に増加し

ました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに前年を大幅に下回る

６月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比５５．０％減の９件、負債

総額が同７８．５％減の８億円となりました。

「中小企業等金融円滑化法」施行下での企業支

援の動きから、倒産件数、負債総額ともに、前年

を大幅に下回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 一般機械工業 電子部品・デバイス工業（右軸）
輸送機械工業 食料品・たばこ工業
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、海外向け発電プラント用タービン等の生産により一般機械を中心に持ち直しの動き

が続いています。住宅建設は、貸家の大幅な減少が影響して前年実績を下回ったものの、持家、分譲

は前年を上回っています。また、公共工事は件数、請負金額ともに減少し、大型小売店販売額は、前

年割れが続いています。企業倒産は、小口の倒産の発生が重なったため、件数は前年並みとなったも

のの、負債金額は前年を大幅に下回りました。

［生産活動］……………一般機械で大幅な上昇

４月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１．８％上昇し１３８．１となり

ました。

業種別でみると、海外向け発電プラント用ター

ビン等の生産から一般機械が同７３．６％と大幅に上

昇し、また、半導体集積回路の生産が伸びている

電子部品・デバイスも同９．３％上昇しました。一

方、輸送機械は新造船の生産の落ち込みから、同

６２．２％低下しました。

［大型小売店］……………前年割れが継続

５月の大型小売店販売額は、前年同月比１．８％

減の９５億円と引き続き前年割れが続いています。

主力の衣料品は同６．７％減と低調でしたが、電気

機械器具は同４３．２％増と、新エコポイント制度導

入以降も好調な動きが継続しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………貸家の大幅減が響き、前年を下回る

５月の新設住宅着工戸数は、前年同月比２４．３％

減の３２１戸と２ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同６．０％増の２２８戸、分

譲は同７５．０％増の２１戸でしたが、一方で貸家が同

６１．５％減の７２戸と大幅に減少しました。また、分

譲のうちマンションについては、前月に引き続き

着工実績がありませんでした。

［公共工事］……………請負金額は８ヵ月連続で前年を下回る

５月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１５．１％減の１６９件、金額が同

３３．４％減の６９億円と、請負金額は８ヵ月連続で前

年を下回りました。

公共工事の削減の動きの中で、件数、請負金額

は減少傾向が続いています。

発注者別の請負金額をみると、ダムや橋梁関連

工事の発注により「県」は同３１．８％と２ケタ増と

なったものの、「国」が同１９．９％減、「市町」が４７．７％

減と、いずれも大幅に減少しました。

［企業倒産］……………負債総額は大幅に減少

６月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比８．３％減の１１件、負債総

額が同６３．３％減の６億円となりました。

小口の倒産の発生が重なったことにより件数は

前年並みとなりましたが、負債総額は大幅に減少

しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７８６ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．２ ▲４．２ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２

５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６１１ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９４ ▲４．１ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．１ ▲０．１ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．３ ２０６，９３３ ２９．８

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４８ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１

５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４６ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．４ ７６．３ ▲３１．０ ７７．１ ▲３０．８ ９７．９ ▲７．１ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．５ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８

５ ７９．８ ▲２９．０ ７９．７ ▲２９．６ ９７．３ ▲８．３ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．２ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８１．０ ▲２２．５ ８１．８ ▲２１．９ ９６．１ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８１．９ ▲２２．３ ８２．９ ▲２１．６ ９５．５ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．１ ▲１８．３ ８３．８ ▲１８．４ ９５．０ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６

５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．２ ▲７．３
２００９．４ ７４．５ ▲３２．２ ６０．８ ▲４５．２ ６５．８ ▲４７．６ ６２．８ ▲４８．８ ７０．１ ▲４５．１ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１

５ ７７．７ ▲２８．６ ７１．０ ▲３３．４ ６３．５ ▲４３．８ ７０．１ ▲４２．０ ８２．０ ▲３９．６ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ７９．７ ▲２４．５ ７４．０ ▲２９．４ ６４．０ ▲４７．６ ６５．５ ▲３９．７ ８３．７ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８２．２ ▲２５．１ ８１．２ ▲１８．７ ６４．９ ▲４４．７ ６６．０ ▲４３．４ ８８．７ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８３．４ ▲１７．７ ８２．４ ▲１４．４ ６７．６ ▲４０．５ ７１．７ ▲３５．８ ９１．６ ▲１５．６ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８５．９ ８．７ ９９．８ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．０ ２６．３ １００．３ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９０．４ ４８．６ ８９．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９１．１ ４１．２ ９２．４ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８

５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４２ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．３ １０３．６ ▲２５．３ ４９．１ ▲３７．２ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３

５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．５ ９４．７ ▲２５．８
１１ ８６．２ ▲１０．２ ９３．２ ▲１．２ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．４ ▲１１．１ ９４．１ ▲２９．８
１２ ８９．６ ▲３．７ ９０．７ ▲２．８ １３１．１ １７．０ ４９．５ ▲２１．５ ７１．７ ▲２９．４ ８３．５ ▲６．９ ９６．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９６．７ １５．７ １０２．５ ４．７ １３７．５ ５８．０ ５４．０ ▲２４．９ ７７．８ １．５ ９３．１ ９．６ ９９．０ ▲３１．５
２ ９６．３ ２７．０ ９６．５ １．１ １２３．１ ６６．０ ６３．９ ２０．５ ８３．９ １０．１ ９２．１ ２０．４ １０２．２ ▲２８．０
３ ８９．６ ２７．８ ９４．２ ▲３．２ １２２．６ ５７．２ ９３．３ ５２．９ ８９．５ ２５．５ ９０．３ ２４．７ ９２．３ ▲２３．３
４ ９５．５ ２３．４ ９４．８ １．９ １２０．８ １５．４ ９８．４ ２０１．５ ９０．１ ３１．２ ９３．７ ２３．２ ９０．６ ▲１９．９
５

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６

５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２

５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４

５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２４９ １９．３ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６３ ▲８．４ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５５ ▲２．１ ９９．２ ▲１．２

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．４ ９３．９ ▲３８．３ ７９．５ ▲５０．９ １０２．５ ２．５ ６９．５ ▲７１．６ １２１．６ ７．０ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８

５ １１７．１ ▲３２．９ １００．７ ▲４０．１ １０３．２ ０．３ １５１．４ ▲５５．１ １２１．５ ０．４ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １６４．３ ２．５ １１４．０ ▲２９．４ １０３．４ １０．１ ３５５．１ ２３．６ １１７．０ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １４２．４ ３．７ １２９．７ ▲２４．８ １０５．０ ５．３ ２３３．３ ３１．０ １２９．６ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １４５．４ ▲８．２ １７６．６ ▲３．２ １０５．６ ３．７ ２２８．７ ▲１１．８ １０９．２ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ ８．７

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４２ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９

５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福 岡 会 場：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

８月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナーもございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｄ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

21
�

Ｃ
３７

まるわかり住宅ローン

講師：福岡銀行 営業推進部

１１：００～

１２：３０

３０
名

Ｂ
３４

セカンドライフを
安心して暮らすために
～年金保険の活用について～

講師：マスミューチュアル生命保険

１４：００～

１５：３０

８０
名

26
�

Ｆ
３１

テーマのある旅シリーズ
【山旅】
～気軽に楽しむ山歩きで健康づくり～

講師：株式会社ＪＴＢ九州 旅サロン天神

１４：００～

１５：３０

８０
名

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

4
�

Ａ
５９

投資信託運用報告会

『世界の街並み』

講師：大和証券投資信託委託

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｂ
３３

グローバル金融市場の
動向について

講師：国際投信投資顧問

１４：００～

１５：３０

８０
名

7
�

Ｃ
３５

はじめて家を買う準備
～予算どおり家を建てるコツ～

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｆ
３０

里山療法という
植物介在療法－その２－
～医療法人が行う植物介在療法４～

講師：医療法人わかば会
理事長 浜野 裕氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

10
�

Ｅ
９

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｃ
３６

～これから住宅を購入する方へ～

住まいの収納計画

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

17
�

Ａ
６０

投資信託運用報告会

『損保ジャパン
中国本土株ファンド』

講師：損保ジャパン・アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｃ・ＫＣ 住宅

セミナー案内
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を行うことが
　あります。�
■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所定の手数料
　等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定された販売手数料及
　び信託報酬等の諸経費、個人年金保険の場合は、契約初期費
　用のほか、保険関係費用・運用関係費用・年金管理費用等の
　諸経費、等）をご負担いただく場合があります。また、各商品
　等には価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。�
　商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当該商
　品等の「契約締結前交付書面」や「投資信託説明書（交付目
　論見書）」、「年金保険ご契約のしおり・約款」またはお客様向
　け資料等をよくお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

3
�

ＫＥ
１

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
１３

投資信託運用報告会

『世界の街並み』

講師：大和証券投資信託委託

１４：００～

１５：３０

８０
名

5
�

ＫＢ
２１

グローバル金融市場の
動向について

講師：国際投信投資顧問

１１：００～

１２：３０

８０
名

16
�

ＫＣ
２３

～これから住宅を購入する方へ～

住まいの収納計画

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
１４

投資信託運用報告会

『損保ジャパン
中国本土株ファンド』

講師：損保ジャパン・アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

20
�

ＫＢ
２２

セカンドライフを
安心して暮らすために
～年金保険の活用について～

講師：マスミューチュアル生命保険

１４：００～

１５：３０

８０
名

28
�

Ｄ
２０

年金の仕組み・
在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

ＫＣ
２４

はじめて家を買う準備
～予算どおり家を建てるコツ～

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

平成２２年７月１日現在
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セミナー案内
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ＦＦＧ経営者クラブ 新サービスのご案内

ＦＦＧ調査月報２７号 ２０１０年７月２６日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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2010年7月1日現在
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